
(4) 家庭経済学関係
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報 告者の専攻の関係でこの部門の報告を家 庭経済学に

限定する。

家 庭経 済学は経済学体系における各論の一つであ る。

企業と家 庭を両極とし原動力 とナる ところ の貨幣 とそれ

と相逆行する労働力，財の経済循環の行程において，こ

の行程に位 置し ，この循環に独自の作用をおよぼすい く

っ かの関門がある。 そし てこの関門の位置や機能を論じ

その構造 を解 明するところのい くつ かの経済学各論が成

立 す る。

財 政 学 ，

い わく生 産経 済学， 労働経 済学，流通経済学，

金 融論，そし て家庭 経済学などと。このように

家 庭経済学は経済学体系の各論の一つとして位置づけら

れるが，企業経 済学がその機 能に着目して生産経済学 と

よばれるならば，家庭経 済学は生 活経済学とよばれなけ

れば なるまい。

とはいえ，戦 前におい てこ のような家庭経 済学が，経

済 学におい ても， また「家庭経 済学」者 とい われる人達

によっても，築 かれてい たわけではない。 それはたかだ

か教説的 な家庭 経営論であったり，家 計簿記論にすぎな

かった。 が，一方 におい てわが国の社 会政策学界は独自

の発展をとげ，社 会政策の本 質を，社 会的 弱者保護論や

労資協調論からときほぐし ，労働力 の順 当な再生 産を約

束する条件をつ くりだす方 策であると規定 するにいたっ

た。 そし て一群 の社会政 策学者 は， 戦時中の要請もあっ

て，賃金と時間によって代表される最低の再 生 産 条 件

を，具体的 に算定する作業をはじ め，これらは最低生活

費論や時間論とし て結実し たことは人の知るところであ

ろ うノ

ところが，こ のような研究は必然的 に賃金や時間等の

社 会的 条件によってい となまれるところの生 活の構造そ

のものを問題とせざるをえない。 そし てこれが家 庭経済

学の主要な任務であるとすれば，戦後これらの人々がこ

の不毛の領域に進入し 業績をあげはじ めたのは怪しむに

たらない わけである。

このよ うな見解のもとに，大河内一男，寵山京，中鉢

正 美，大熊 信行，山崎 進氏それに本 報告者等の論著を紹

介し ながら問題 点を指 摘し ，あわせて今後の展望 をあた

えてみたいと思 う。 ただしポイントはっ ぎの点におかれ

る。 元来，経済学は貨 幣の流通する交換経済の領域のみ

を対 象とする。 企業の再生産構造論はこの領域によって

すべてを蔽 うことができるが，家庭 経済における収入と

支出のいわゆる家 計は構造の一面を表現する に す ぎ な

い。しからばこの表現されざる他面の中で，とり わけ不

交換労働 の使用価値 の供与 と消費は収入 と支出 とに相即

し なが ら再生産構造を形成し，しかも 自か らはつ ねに交

換 労働 に転化す る契機 をは らんでお!9, また転化 するこ

とによっ て家庭経済に影響す るのである から，構造論 と

し てはこ の領域 の評価 を逸す るこ とがで きない。こ の構



造 と条件を解明す るためには，二つ の価値 を評価可 能の

一つ の価値 に統一し なけ れば ならない。こ の場合二つ の

方法が考え られ る。一つ は家庭経済 を使用価値 の世 界と

考え効用 の測定 を志 す方向であ り，他 は不交 換労働の種

類や時間等 を手 がかりとし て交 換価値 に翻 訳する方 法で

あ るが，いずれ もい まだ成功 をお さめてい ない。し かし

いずれ の方向を とるかは構造論 におけ る微妙 な差異，す

なわち家 庭経済内の小循環を重 視するか，あるいはこの

小循環が経済循環にかかわる機能を重視するかの差異に

関係しているとおもわれるので，この点から論点を整理

し たいと考えるわけである。のみならずこ の問題の解決

の仕 方は，家 庭経済学が経済学 として の市民権を要求し

うるか否かの要点であり，また生 活水準論や家 庭経営学

に影響する重要問題であると考えるからである。
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